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秋田県教育カウンセラー協会会則

第１章 総 則

（名称）

第１条 この会は，秋田県教育カウンセラー協会（以下，「本会」という）と称する。

２ 本会は，日本教育カウンセラー協会秋田県支部の別称を使用することができる。

（事務所）

第２条 本会は，事務所を代表が指定した場所に置く。

第２章 目的及び事業

（目的）

第３条 本会は，特定非営利活動法人日本教育カウンセラー協会協会（以下，「協会」という）

の加盟団体となり，指導と協力のもとに，カウンセラーの養成を目指し，研修の機

会を提供し，カウンセリングの進歩と発展に資する諸活動を行うことを目的とする。

（事業）

第４条 本会は，前条の目的を達成するために次の事業を行う。

１ 教育カウンセラー養成講座，教育カウンセリング研修会，教育カウンセリング公開

講演会，秋田Ｑ－Ｕ学習会等の開催

２ 日本教育カウンセラー協会認定教育カウンセラーへの情報・資料の提供

３ 会員及び地域の教員・幼児・児童・生徒・学生・保護者等への援助

４ その他，目的を達成するために必要な事業

（研修会）

第５条 本会は前条(1)に規定する研修会を主催し，協会はこれを主管するものとする。

第３章 会 員

第６条 会員は，次の正会員，準会員とする。

１ 正会員は，協会が認定した教育カウンセラーのうち，勤務先もしくは居住地が秋田

県にあり，本会に入会を希望した者とする。ただし，勤務先，居住地が秋田県外に

移動した場合にも，継続する意志を表明した者は，本会の会員とする。

２ 準会員は，本会の趣旨に同意し，入会を希望した者とする。

第７条 会員は別に定める会費を前納するものとする。

第８条 会員が次の各号の一に該当する場合には，その資格を喪失する。

１ 退会届の提出をしたとき。

２ 本人が死亡し，若しくは失踪宣告を受け，または正会員である団体が消滅したとき。

３ 入会希望をした年度内に，前納すべき会費を納めないとき。

４ 除名されたとき。

第４章 役 員

（役員・顧問等）

第９条 本会には次の役員を置く。また，本会に顧問，および名誉会長をおくことができる。

１ 代表 １名

２ 代表代行 １名

３ 事務局長 １名

４ 事務局次長 １名

５ 会計長 １名

６ 会計次長 １名

７ 理事 若干名

８ 監事 ２名

９ 事務局員 若干名
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（役員・顧問等の選任）

第10条 代表，代表代行，事務局長，事務局次長，会計長，会計次長は，役員会で選出し，

総会で承認を得るものとする。

２ 代表，代表代行，事務局長，事務局次長，会計長，会計次長は，兼任を妨げない。

３ 理事，顧問は，役員会の協議により，代表が委嘱する。

４ 事務局員は，役員会の協議により，代表が委嘱する。

６ 名誉会長は，本会の設立，維持発展などに功労のあった者を，総会の議を経て代表

が推挙する。

（役員の職務）

第11条 代表は，本会を代表し，会務を統括する。

２ 代表代行は代表を補佐し，代表に事故ある時は代表を代理する。

３ 事務局長は，代表代行とともに代表を補佐し，代表，代表代行に事故あるときには

代表を代理する。

４ 理事は，本会の運営について協議する。顧問は，本会の運営の重要な事項について，

代表の諮問に応ずるものとする。

５ 事務局員は，事務局長の指示を受け，本会の事務を行う。

６ 事業の円滑な運営を行うため，臨時の役員会の協議により，代表が運営委嘱する。

運営委員は，事業の運営に当たるものとする。ただし，当該事業終了時にその任務

から解除される。

（監事の職務）

第12条 監事は，本会の会務及び会計を監査する。

（役員の任期）

第13条 役員の任期は３年とし，再任は妨げない。

（役員の解任）

第14条 役員に役員として不適切な行為があったときは，役員会において３分の２以上の議

決により，これを解任することができる。

２ 前項の規定により役員を解任しようとするときは，その役員に対し役員会で弁明の

機会を与えなければならない。

第５章 会 議

（会議）

第15条 会議は，総会，役員会とする。

（会議の構成）

第16条 総会は，正会員，準会員をもって構成する。

２ 役員会は，代表，代表代行，事務局長，事務局次長，会計長，会計次長，理事，事

務局員，監事をもって構成する。

（会議の招集）

第17条 会議の招集は代表が行う。その場合，開催日の10日前までに，会議の目的とする事

項，日時，場所を記載した書面により，会議の構成員に通知しなければならない。

ただし，緊急を要する会議の招集については，このかぎりではない。

（議長）

第18条 総会の議長は，役員の中から推薦を受けた者が行う。役員会の議長は，代表が行う。

（会議の議決事項）

第19条 総会は，以下の事項について議決する。

（１）規約の変更

（２）解散及び合併

（３）事業計画及び収支予算に関する事項

（４）事業報告及び収支決算に関する事項

（５）本会及び他地区での活動に関する事項

（６）その他，協会・本会の運営に関する重要事項

２ 役員会は，この規約で定める事項のほか，次の事項を議決する。

（１）総会で付議すべき事項

（２）総会で議決した事項の執行に関する事項

（３）その他総会の議決を要しない会務の執行に関する事項
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（会議の運営）

第20条 会議は，すべてその構成員の２分の１以上の出席によって成立する。ただし，当該

議事について，書面によりあらかじめ意思を表明した者を出席とみなす。

２ 議事は，出席した構成員の過半数の同意で決め，可否同数の時は，議長の決すると

ころによる。

（議事録）

第21条 すべての会議には，議事録を作成し，事務局長がこれを保管する。

第６章 会 計

第22条 本会の会計年度は，毎年７月１日から翌年６月30日までとする。

第23条 本会の経費は，会費，研修会費，講演会費，研究会費，寄付金その他の収入をもっ

て支弁する。

２ 本会は，加盟している協会に，所定の会費を納入する。

３ 本会は，第４条の（１）の事業について，別に定める分担金を協会に支払うものと

する。

（残余財産の帰属）

第24条 本会が解散（合併または破産による解散を除く）したときに残存する財産は，協会

に譲渡するものとする。

第７章 本部への報告と承認

第25条 本会の年度事業計画及び収支予算，年度事業報告及び収支決算は役員会の議決を得

た後，協会への報告を行い，承認を受けるものとする。

第８章 補 則

（会則の改正）

第26条 この会則の改正は，役員の現在数の３分の２以上の同意を必要とする。また，会員

より，改正の申し出がある場合，正会員の２分の１以上の賛成をもって改正に着手

するものとし，その手順については，協議の上決定する。

付則 本会則は，日本教育カウンセラー協会秋田県支部会則を引き継いで定めるものであ

る。

２ 本会則は，２００５年７月１日より施行する。

３ 本会則は，２００８年７月６日に一部改正し施行する。

４ 本会則は，２００９年１０月１０日に一部改正し施行する。

５ 本会則は，２０１２年９月２日に一部改正し施行する。

６ 本会則は，２０１６年７月２日に一部改正し施行する。

７ 本会則は，２０１９年３月３０日に一部改正し施行する。

８ 本会則は，２０２３年４月２９日に一部改正し施行する。


